
第１号様式（第７条関係） 

 

  年  月  日 

 

中標津町既存住宅耐震化事業補助金交付申請書 

 

中標津町長       様 

申請者 〒   － 

住所 中標津町 

氏名              ㊞ 

電話番号   －  － 

 

 中標津町既存住宅耐震化事業補助金交付要綱第７条第１項の規定により、関係書類を添えて下記の

とおり申請します。 

 この申請書及び添付書類に記載した内容を個人が特定できない範囲内で耐震対策関連事業の普及・

啓発目的で利用することに同意します。 

 

記 

 

耐震診断等の区分 □耐震診断  □補強設計  □耐震改修工事 

対象住宅の 

所有者 

住所  

氏名  

対象住宅の 

概要 

所在地 中標津町 

建築年次 昭和  年  月 

階数 地上  階建て（地下  階） 

延べ床面積          ㎡（うち店舗等部分         ㎡） 

構造 □木造 □その他（           造） 

用途 
□一戸建て専用住宅 □併用住宅（□店舗 □事務所 □その他） 

□長屋、共同住宅（   戸） 

耐震診断等の期間（予定）     年  月  日から    年  月  日まで 

※該当するものの□内にレ印を記入すること。 

 

－添付書類－ 
１．共通 
（１）住民票の写し 
（２）登記事項証明書（建物） 
（３）耐震診断等に係る費用が確認できる見積内訳書の写し 

（補助対象部分と補助対象外部分を明記すること） 
（４）耐震診断等を行う者の建築士等の資格が確認できる書類の写し 
（５）所有者等全員の町税等の納税証明書又は非課税証明書 
（６）耐震診断等実施同意書 

（所有者の２親等以内の親族若しくは借家人が申請を行う場合又は対象住宅の所有者が複数いる場合） 
（７）店舗等部分がある場合は、求積図・求積表（店舗等部分の床面積がわかるもの） 
（８）その他町長が必要と認める書類 
２．耐震診断 
（１）位置図、配置図、各階平面図、外観写真等 
３．補強設計 
（１）耐震診断報告書 
（２）位置図、配置図、各階平面図等（改修内容が記載されたもの） 
４．耐震改修工事 
（１）改修計画書 
（２）補強後の想定耐震診断報告書 
（３）管理組合の議決等を得ていることが確認できるもの及び管理組合規約の写し。又は区分所有者全員の合意がある

ことが確認できる書類（区分所有住宅に限る） 



耐
震
診
断 

耐震診断員 

【資格】 （  ）建築士 大臣・（   ）知事 登録第    号 

【氏名】 

【建築士事務所名】（  ）建築士事務所（   ）知事登録第    号 

  

【郵便番号】〒 

【所在地】 

【電話番号】 

耐震診断員が建築物の耐震改修の

促進に関する法律施行規則第５条

第１項各号に掲げる者の場合 

登録資格者講習の種類（              ） 

講習実施機関名（                 ） 

証明書番号   第        号 

講習修了年月日     年  月  日 

補助対象費用 耐震診断に係る費用 円(A) 

補助金交付申請額 
89,000円／1戸あたり 
※ Aの額が89,000円未満の場合は当該費用 

円(B) 

 

補
強
設
計 

設計者 

【資格】 （  ）建築士 大臣・（   ）知事 登録第    号 

【氏名】 

【建築士事務所名】（  ）建築士事務所（   ）知事登録第    号 

  

【郵便番号】〒 

【所在地】 

【電話番号】 

補助対象費用 補強設計に係る費用 円(C) 

補助金交付申請額 
100,000円／1戸あたり 
※ Cの額が100,000円未満の場合は当該費用 

円(D) 

 

耐
震
改
修
工
事 

工事施工者 

【資格】 （  ）建築士 大臣・（   ）知事 登録第    号 

【氏名】 

【建築士事務所名】（  ）建築士事務所（   ）知事登録第    号 

  

【郵便番号】〒 

【所在地】 

【電話番号】 

補助対象費用 耐震改修工事に係る費用 円(E) 

補助金交付申請額 

当該費用／1戸あたり 
※ Eの額が20万円未満の場合 

円(F) 

200,000円／1戸あたり 
※ Eの額が100万円未満の場合 

300,000円／1戸あたり 
※ Eの額が100万円以上200万円未満の場合 

500,000円／1戸あたり 
※ Eの額が200万円以上300万円未満の場合 

700,000円／1戸あたり 
※ Eの額が300万円以上の場合 

 

補助金交付申請額の合計額 円 (B+D+F)（千円未満切り捨て） 

 


